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第７８号 （令和４年11月２日）

https://www.nenkin.go.jp

アカウント（@Nenkin_Kikou ）

■ はじめに

■ 機構からの連絡

・ 各種取組事業のスケジュールについて

・ 令和４年分の「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」を送付しています

・ 令和４年に１３月以上の国民年金保険料を前納した場合の社会保険料控除について

・ e-Taxでの確定申告等が簡単に利用できるように、社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の

電子送付サービスを開始しました

・ 雇用保険における「雇用保険受給資格通知」新設に係る事務の留意点等について

・ マイナンバーの収録にご協力をお願いします！

・ 地域型年金委員制度のご案内

・ 「国民年金関係の主な届書に係る記入例」に、口座振替・クレジットカード納付申出書を追加しました

■ 障害年金講座

■ 年金局からの連絡

■ 広報の広場

■ 地域の独自情報

■ 編集後記

皆様こんにちは！11月号の「かけはし」をお届けします。

さて、本号では、令和４年分の「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の送付に

関する内容や、社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の電子送付サービスの開始に関

する内容のほか、雇用保険における「雇用保険受給資格通知」新設に係る事務の留意点を

掲載しています。

また、障害年金講座では、 20歳前障害基礎年金の所得審査を掲載しています。

ぜひ日々の業務にお役立てください。

引き続き、市区町村の皆様との「かけはし」となるよう努めてまいりますので、ご理解

とご協力をよろしくお願いいたします。
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【記号の区分】

■（定例）…毎年定例の実施分、●（単発）…今回限りの単発実施分、▲（新規）…新規の実施分
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平素より年金事業にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。

日本年金機構において、令和4年10月から令和5年2月に実施を予定している取組事業や

各種発送物の送付時期につきまして、下記のとおりお知らせいたします。

※ 変更となる場合がありますので、あらかじめご了承ください。

＜ ＞November2022 Vol.78

令和4年 10月

令和4年 11月

令和4年 12月

■（定例）国民年金保険料の免除等申請勧奨を実施（ターンアラウンド申請用紙の送付）

■（定例）社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の送付

→ 詳細は、本誌3頁～9頁をご確認ください。

■（定例）ねんきん月間・年金の日（11月30日）

→ 詳細は、「かけはし」第77号の20頁をご確認ください。

令和5年 1月

令和5年 2月

■（定例）年末収納対策用納付書の送付

■（定例）源泉徴収票の発送

→ 詳細は、次号の「かけはし」でお知らせいたします。

■（定例）社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の送付

→ 詳細は、次号の「かけはし」でお知らせいたします。

機構からの連絡

各種取組事業のスケジュールについて

（事業推進統括部）
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令和４年分の「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」を送付しています

（特定事業部・国民年金部）

「かけはし」第77号でもお知らせしましたが、令和４年１月１日から９月30日までの

間に国民年金保険料を納付した方へ、令和４年分の社会保険料（国民年金保険料）控除

証明書を送付しています（令和４年10月26日から11月上旬に本部から順次発送）。

所得税及び住民税の申告において、今年中に納付した国民年金保険料全額が社会保険

料控除の対象となります。

社会保険料控除を受けるためには、納付したことを証明する書類の添付が義務付けら

れていますので、大切に保管するようお客様へのご案内をお願いします。

日本年金機構ホームページには、年金について役立つ情報がたくさん掲

載されていますので、是非ご活用ください！

発送時期 対象者

①
令和４年10月26日（水曜）から
11月上旬にかけて順次

令和４年１月１日から令和４年９月30日までの
間に国民年金保険料を納付した方

② 令和５年２月上旬
令和４年10月１日から令和４年12月31日まで
の間に国民年金保険料を納付した方
（①の対象者は除きます。）

※令和５年２月上旬発送予定の控除証明書については、次号のかけはしで詳細を説明します。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」に関する概要、よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）

等については、日本年金機構ホームページ（https://www.nenkin.go.jp/）内に控除証明

書の説明ページを設け、ご案内していますので、是非周知等にご活用ください 。

トップページからの遷移手順は、以下のとおりです。

同ホームページでは、控除証明書に関するよくあるお問い合わせに24時間自動で回答す

る相談チャットを開設しています。同ホームページ内のバナーから専用ページへご案内い

たします。

また、日本年金機構公式Twitterで控除証明書についての情報をツイートしています。

令和4年分社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行について

1．控除証明書の発行について

次の発送日に、日本年金機構から対象となるお客様あてに控除証明書をお送りしています。

大切なお知らせ 新着情報

令和４年10月26日
令和4年分社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行について

クリック

令和4年分社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行について

令和4年分社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行について＞

クリック

November2022＜Vol.78＞
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「ねんきん加入者ダイヤル」

電話番号

（ナビダイヤル）０５７０－００３－００４
（東京）０３－６６３０－２５２５

受付時間
・月～金曜日

・第２土曜日

※ 祝日（第２土曜日を除く）、12月29日～１月３日はご利用いただけません。

０５０から始まる電話の場合は、

 ナビダイヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は、全国どこからでも市
内通話料金でご利用いただけます。ただし、一般の固定電話以外（携帯電話等）
からおかけになる場合は通常の通話料金がかかります。

 「（東京）０３－６６３０－２５２５」の電話番号におかけになる場合は、通常
の通話料金がかかります。

 「０５７０」の最初の「０」を省略したり、市外局番をつけて間違い電話になっ
ているケースが発生していますので、おかけ間違いのないようご注意ください。
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具体的な質問に対しては、ねんきん加入者ダイヤル（下記をご参照く
ださい）にてお受けしていますので、お客様からお問い合わせがあった
際はご案内ください。

次のページ以降に令和４年の控除証明書のレイアウトを掲載します。

なお、再発行分の様式はシーラーはがきを廃止し、インサーター用（A４）に統一しまし

た。

午前８：３０～午後７：００

午前９：３０～午後４：００

留意事項

November2022＜Vol.78＞
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送付する控除証明書の様式（13月以上の前納者以外）

【10月から11月発送用】おもて面

November2022＜Vol.78＞
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送付する控除証明書の様式（13月以上の前納者以外）
【10月から11月発送用】うら面

November2022＜Vol.78＞
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【10月から11月発送用】おもて面

送付する控除証明書の様式（13月以上の前納者）

November2022＜Vol.78＞
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【10月から11月発送用】うら面

送付する控除証明書の様式（13月以上の前納者）

November2022＜Vol.78＞
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【インサーター用】

送付する控除証明書の様式（再発行分）

November2022＜Vol.78＞
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13月以上の前納により納めた国民年金保険料を所得より控除する場合、以下の方法のい

ずれか１つを選択していただくことになります。

（１）全額を納めた年に控除

（２）各年分の保険料に相当する額を複数年に控除（複数年分に分けて申告する場合）

日本年金機構よりお送りした「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」下部の３

年分３枚の証明書は切り離さず添付して申告してください。

申告額は、③合計額（③合計額に記載がない場合は①納付済額）となります。

分割して申告をご希望の場合、３年分３回に分けて申告いただき、分割を申告し

た翌年に残りの分をまとめて申告することは出来ませんのでご注意ください。

上記の例の場合、令和４年に分割して申告を行った場合（９か月分）、翌年に

残りの年分（15か月）をまとめて令和５年に申告することはできません。

令和４年、令和５年、令和６年の３年分に分けての申告が必要です。

令和４年に１３月以上の国民年金保険料を前納した場合の社会保険料控除について

（特定事業部・国民年金部）

（１） 全額を納めた年に控除する方法を選択する場合

（２） 各年分の保険料に相当する額を複数年に控除する方法を選択する場合
（複数年分に分けて申告する場合）

日本年金機構よりお送りした「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」下部の３

年分３枚の証明書のうち、令和４年分の１枚を切り離して申告にご使用ください。

なお、残りの２枚の証明書につきましては、令和５年、令和６年の申告時に使用しま

すので、大切に保管をお願いします。

申告額は、複数年に分けて申告する場合、証明額となります。

【例】口座振替にて24か月分（令和４年４月分～令和６年３月分）381,530円を
前納した場合

① 令和４年に控除の対象となる額
（令和４年４月分～令和４年12月分までの９か月分）

381,530円 ×（９か月／24か月）＝ 143,074円

② 令和５年に控除の対象となる額
（令和５年１月分～令和５年12月分までの12か月分）

381,530円 ×（12か月／24か月） ＝ 190,765円

③ 令和６年に控除の対象となる額
（令和６年１月分～令和６年３月分までの３か月分）

381,530円 － 143,074円 － 190,765円 ＝ 47,691円

November2022＜Vol.78＞
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e-Taxでの確定申告等が簡単に利用できるように、
社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の電子送付サービスを開始しました

（未来戦略室）

サービスの開始日
令和４年10月11日から

ねんきんネットでの再交付申請時に電子送付による受け取りの選択が可能となっていま

す。

令和４年10月18日から

令和４年分の控除証明書の電子データを順次送付しています。

受け取った電子データの利用
電子的に確定申告行う場合

令和５年１月から、e-Taxを利用して確定申告を行う際に、電子データを国税庁ホームペ

ージの「確定申告書等作成コーナー」に取り込んで、該当項目を自動入力することができ

ます。

今般、国税庁の提供するe-Tax等に取り込むことで、簡単に確定申告や年末調整がで
きるように、控除証明書を電子データでマイナポータルに送付するサービス（以下「電
子送付サービス」という）を令和４年10月から開始しました。

※控除証明書を電子データで受け取るためには、マイナポータルから「ねんきんネット」を利用いただく必要があります
ので、ご留意ください。

 令和４年分については、控除証明書の送付までにマイナポータルから「ねんきんネッ
ト」を利用いただいているすべての対象者に紙の通知書と電子データの両方を送付し
ています。

簡単に確定申告や年末調整ができるようになりますので、是非、市区町村のホーム
ページや広報紙で周知いただくようお願いします。

 電子データの受け取りに間に合わなかった方も、「ねんきんネット」からの再交付申
請により電子データを受け取れます。（13ページ参照）

 なお、令和５年分以降の控除証明書の電子データについては、「ねんきんネット」で
電子送付の希望登録を一度行うと、継続して受け取れます。（14ページ参照）

これまで、社会保険料（国民年金保険料）控除証明書（以下「控除証明書」という）に
ついては、紙の通知書を郵送し、確定申告や年末調整に利用いただいていました。

紙で印刷して確定申告や年末調整を行う場合
国税庁が提供する「QRコード付き証明書等作成システム」をPCで利用し、ダウンロード

した電子データを取り込むことで、通知書を紙面で印刷することができ、確定申告や年末

調整に利用できます。

年末調整に電子データを利用する場合
給与所得者の方で、勤務先が年末調整の電子化に対応している場合には、年末調整におい

ても、「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の電子データを利用することができ

ます。
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電子送付サービスの詳しい内容は、日本年金機構のホームページに掲載しています。

機構ホームページによる案内

サービスのイメージ

機構ホームページのトップ画
面から説明ページに遷移する
ことができます。
説明ページにはリーフレッ

トを掲載していますので、ご
活用ください。
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紙の控除証明書を受け取った後に電子データを受け取る方法
紙の控除証明書が届いた方も以下の手順で電子データを受け取ることができます。

① ②

④③

➀ マイナポータルから「ねんきんネット」にログイン。
② 「ねんきんネット」のメニューを選択。
③ メニューの「その他の便利機能を利用する」から 「通知書の再交付申請」を選択。
④ 受け取る方法で「電子送付（マイナポータルの「お知らせ」へ送付）」を選択。

※マイナポータルから「ねんきんネット」を利用した場合のみ、「電子送付（マイ
ナポータルの「お知らせ」へ送付）」を選択することができます。
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令和５年分以降の控除証明書の電子データをマイナポータルで受け取る設定
令和５年分以降の控除証明書の電子データを受け取るためには、以下の手順で電子送付

の希望登録が必要です。

なお、「電子送付する」を選択した場合、紙の通知書は郵送しません。

内容については、「ねんきんネット」の「通知書を確認する」からPDFファイルで確認

することが可能です。

① ②

③ ④

➀ マイナポータルから「ねんきんネット」にログイン。
② 「ねんきんネット」のメニューを選択。
③ メニューの「各種設定を変更する」から 「通知書のペーパーレス化」を選択。
④ 控除証明書について、「電子送付する」を選択。

※令和４年分については、控除証明書の送付までにマイナポータルから「ねんきん
ネット」を利用いただいているすべての対象者に電子データを送付します。



雇用保険における「雇用保険受給資格通知」新設に係る事務の留意点等について

（事業企画部、国民年金部）

November2022 Vol.78＜ ＞

令和４年10月１日に新設された「雇用保険受給資格通知」の取扱いについてお知らせ

します。

1.「雇用保険受給資格通知」の新設と事務運用

「雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令」（令和４年厚生労働省令第130号）

が令和４年９月15日付けで公布され、同年10月１日から施行されています。

この省令改正により、ハローワークでマイナンバーカードを提示し受給資格の確認を

受けた場合は、従来の雇用保険受給資格者証に代えて「雇用保険受給資格通知」が交付

されることとなりました。

「雇用保険受給資格通知」の写しを添付書類等として取扱可能な業務

• 国民年金保険料の免除・納付猶予、学生納付特例申請

• 健康保険の被扶養者の認定（国民年金第３号被保険者の認定も同様）

• 特別支給の老齢厚生年金と基本手当の併給調整

• 国民年金原簿及び厚生年金保険原簿の訂正請求（厚生年金事案に限る）

なお、「雇用保険受給資格通知」は、初回の失業認定時に交付される「全件版」と、

2回目以降の失業認定の都度交付される「最新処理状況版」の２種類がありますが、

いずれも取扱い可能です。

日本年金機構においては、雇用保険受給資格者証の写しを添付書類等として取り扱っ

ていた以下の業務について、「雇用保険受給資格通知」の写しを添付書類等として取り

扱うことも可能としています。

【全件版】 【最新処理状況版】

（表面）

（裏面）

15



○ ○ ○ ○ ○ ○

X X X X X X X

東 京 都 杉 並 区 高 井 戸 西 ● ー ● ー ●

年金 太郎

× × × × × × × × ××

太 郎年 金
ネ ン キ ン タ ロ ウ

年 金
ネ ン キ ン

年 金
ネ ン キ ン

花 子
ハ ナ コ

一 郎
イ チ ロ ウ

令和4年4月1日世帯主変更 前世帯主 年金 良子

失業後の期間に限り申請

××

×

× × × × × ×

× × × × × ×

××× ××× ×××
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以下の届出様式等については、令和５年１月から変更する予定です（日本年金機構

ホームページに掲載している届出様式は、令和４年10月に差し替えを行っています）。

なお、旧様式は引き続き使用可能です。

届出様式等 使用開始時期（予定）

国民年金保険料免除・納付猶予申請書（一般用）

令和５年１月

国民年金保険料免除・納付猶予申請書（勧奨用）

国民年金保険料学生納付特例申請書（一般用）

国民年金保険料学生納付特例申請書（勧奨用）

目的別チラシ（退職による失業免除）

国民年金 第３号被保険者関係届

第３号被保険者関係届（勧奨用）

雇用保険受給資格通知の「最新処

理状況版」は、離職年月日の表示が

ありませんが、国民年金保険料の免

除・納付猶予または学生納付特例の

申請の際に失業した事実を確認でき

る書類として取扱い可能です。

なお、窓口で国民年金保険料免

除・納付猶予申請書または学生納付

特例申請書を受付する際は、特例認

定区分欄には離職した日の翌日の日

付を記載していただくようご案内し

てください。

2. 国民年金保険料免除等における失業を理由とする特例認定の取扱い

3. 届出様式等について

【記入例】令和４年11月２日に離職した場合

4 311
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日本年金機構では、住民基本台帳ネットワークシステムへの照会等により、未収録者に

ついてマイナンバーの紐付けに取り組んでいるところです。しかし、日本年金機構で管理

している被保険者情報（氏名・生年月日・住所等）と、住民基本台帳で管理されている情

報が合致しない場合、マイナンバーを紐付けすることができません。

つきましては、未収録者を解消するため、マイナンバー未収録者リストでお知らせする

未収録者にかかる住民基本台帳の確認及び貴市区町村で基礎年金番号を管理されている未

収録者全件にかかる国民年金関係報告書等の提出について、ご協力をお願いいたします。

マイナンバーの収録により、情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携による

添付書類の省略や住所・氏名が変更になった際の届出の省略など、手続きの簡便化が図ら

れます。また、情報連携では免除申請等の際に必要な所得情報等の照会も行えますので、

市区町村の事務負担の軽減にもつながります。

昨年度と同様に、対象者を必要最小限とした上で本事業を実施させていただきますので、

業務ご多忙のところ大変恐れ入りますが、ご協力の程、よろしくお願い申し上げます。

事務の詳細については、マイナンバー未収録者リストに同封する資料をご参照ください。

また、ご不明な点がございましたら、管轄の年金事務所にお問い合わせください。

マイナンバーの収録にご協力をお願いします！
（年金記録企画部）

日本年金機構において、基礎年金番号とマイナンバーを紐付けすることができない
被保険者（未収録者）が存在する市区町村宛てに、未収録者の情報を一覧化した
「マイナンバー未収録者リスト」を送付します。
（令和４年１１月３０日（水）送付予定）

17
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地域型年金委員制度のご案内

（相談・サービス推進部）

「かけはし」第75号で紹介しました「年金委員制度」について、再度ご紹介いたします。

年金委員とは、厚生労働大臣から委嘱を受けて、政府が管掌する厚生年金保険や国民年

金の事業について、地域や会社で啓発、相談、助言などの活動を行う方々です。

日本年金機構の設立に伴い、年金制度について広く国民の皆様に周知するとともに、年

金制度への理解と信頼を深めていただくための普及・啓発活動を行うために、日本年金機

構法第30条に基づき、平成22年1月に設置されました。

年金委員は、活動する区域によって「地域型」と「職域型」の２種類に区分されていま

す。職域型年金委員は、全国で約1２万人の方が委嘱され、主にお勤め先で活動いただい

ています。また、地域型年金委員は、全国で約６千人の方が委嘱され、主に自治会など地

域で活動いただいています。

年金委員の職務に対しては、機構法第30条第5項により、報酬は支払われませんが、活

動を行うための交通費などの経費については、支払われます。

地域型年金委員の皆様には、主にご自身がお住まいの地域において、公的年金制度の普

及・啓発活動や年金に関する各種手続きについて、相談、助言を行うとともに、必要に応

じて年金事務所や市区町村の窓口を紹介していただいています。

年金委員とは

○町内会で年金委員として説明する時間をもらい、周知活動を実施。

○市営図書館や公民館等の受付に、年金に関するパンフレットを設置させてもらうなど

の広報活動の実施。

○周辺の世帯に対して、年金のチラシを配布したり、自治会の掲示板へポスター貼付を

依頼。

○民生委員と年金委員を兼務していることから、民生委員の地区会議等で年金に関する

広報誌の配布や説明をし、母子家庭に対する免除申請等の周知活動を実施。

○自分が勤務していた学校の生徒に対して、年金に関する啓発、学生納付特例制度の紹

介や相談対応を実施。

説明会、相談、広報に関する活動

立場を活用した活動

地域型年金委員の活動

※市区町村で所管する施設等に、地域型年金委員の方々から年金制度に関するポスター・

リーフレットの設置依頼があった際には、設置にご協力いただきますようお願いします

（地域型年金委員は、厚生労働省が発行する顔写真付きの身分証明書（年金委員証明

書）を所持しています。）。

＜ ＞November2022 Vol.78

年金委員証明書
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年金委員の皆様が安心して活動できるよう本部及び年金事務所ごとで定期的に研修会を

実施しています。

また、研修会を通じ、他の委員との交流も行っていただいています。

さらに、長年にわたる活動の功績は、厚生労働大臣からの表彰の対象となります。

地域型年金委員は、自治会や地域で活動することにより、年金相談が身近で気軽なもの

として、地域住民と年金事務所や市区町村を結ぶパイプ役として心強いものとなります。

日本年金機構ホームページでは、年金委員の方、年金委員を検討している方向けの

専用ページ（年金委員通信）を設けています。ぜひご覧ください。

「年金委員通信」ページ

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/nenkiniintsuushin.html

参考までに、案内文書と推薦書の様式見本を次頁に掲載しております。

ぜひご確認いただき、地域型年金委員の推薦・周知にご協力をお願いいたします。

なお、案内文書や推薦書については、管轄の年金事務所の総務（調整）課にお問い合

わせください。

地域型年金委員推薦のお願い

地域型年金委員の推薦にあたっては、 原則として国または地方公共団体等の職員とし

て年金事務に従事したことがある者または現に自治会長、民生・児童委員または社会保

険労務士である者、その他過去に年金委員（社会保険委員および国民年金委員を含む）

として委嘱されていた者とされています。ぜひともこの機会に年金事務に従事したこと

のあるOBの方々や民生委員等所管している部署へ推薦のご案内をしていただきますよ

うお願いします。

日本年金機構における活動支援

～オンラインによる全国年金委員研修の様子（令和３年度）～

～年金委員表彰の様子（令和３年度）～

＜ ＞November2022 Vol.78
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【オモテ】

【ウラ】

【参考】「年金制度のご案内」チラシ（見本）

＜ ＞November2022 Vol.78

※掲載している見本は令和４年度版です。
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見 本

【参考】年金委員推薦書（地域型）（見本）

＜ ＞November2022 Vol.78
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「かけはし」第76号でお知らせした「国民年金関係の主な届書に係る記入例」に、国

民年金保険料口座振替納付（変更）申出書と、国民年金保険料クレジットカード納付（変

更）申出書の記入例を追加しました。

本資料は日本年金機構ホームページに掲載しております。従来の研修資料と併せて、

日々の業務にもご活用いただけますと幸いです。

「国民年金関係の主な届書に係る記入例」に、口座振替・クレジットカード納付申出書
を追加しました （事業推進統括部）

＜ ＞November2022 Vol.78

【表紙】

【追加内容の一例】

記入例に掲載した届書は、令和４年
10月からの様式変更に対応していま
す。各申出にあたっての留意事項と、
ページの左側にある記入例と右側に
ある注意点を照らし合わせて、理解
を深めていきましょう。

本資料に追加した届書の記入例は以下のとおりです。
・口座振替納付(変更)申出をする場合の記入例 （銀行口座を指定する場合）
・口座振替納付(変更)申出をする場合の記入例（ゆうちょ銀行口座を指定する場合）
・.口座振替納付(変更)申出をする場合の記入例（振替方法のみ変更する場合）
・クレジットカード納付（変更）申出をする場合の記入例
・【参考】クレジットカード納付（変更）申出をする場合の各種資料

【資料の掲載先】

社会保険労務士、年金委員、市区町村担当者の方

担当者向け情報誌「かけはし」、新任担当者向け研修資料、統計情報

最新号

その他の掲載号

市区町村国民年金事務新任担当者向け研修資料

統計情報

＞
＞

＞
＞

市区町村国民年金事務新任担当者向け研修資料

市区町村国民年金担当者向け情報誌「かけはし」

統計情報

市区町村国民年金事務新任担当者向け研修資料

市区町村の国民年金事務に携わる新任担当者を対象とした研修で使用する資料を掲載します。

国民年金制度の基本的事項（適用・保険料編）（PDF 911KB）
国民年金制度の基本的事項（年金給付編）（PDF 1,146KB）

国民年金事務の窓口相談時における留意点（PDF 776KB）

国民年金関係の主な届書に係る記入例（PDF 5,425KB）

年金請求書の記入等に係る注意点（PDF 3,655KB）

オンライン研修用受講者アンケート（ワード 42KB）

＞
＞

＞
＞

＞
＞

クリック

クリック
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障害年金センター

第 ３０回 !

平素より年金事業にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。

「障害年金講座」コーナーでは、市区町村の皆様方向けに、障害年金に関する窓口事務

での注意点やよくある返戻事例等、さまざまな情報をお届けしております。

毎号、市区町村の皆様方の日々の業務にお役立てできるよう努めてまいりますので、今

後ともよろしくお願いいたします。

さて、今回のテーマは、 です！20歳前障害基礎年金の所得審査

＜ ＞November2022 Vol.78

20歳前障害基礎年金に関しては、「かけはし」第66号や第68号で手続きの簡素化に

ついてご紹介しておりますが、今号では20歳前障害基礎年金の所得審査についてご紹介

します。

２．所得による制限

① 20歳前障害基礎年金は、年金受給者本人の前年度所得が政令で定められた金額

を超えた場合は、その年の10月から翌年９月分までの間、全額または半額の年金

が支給停止されます。

（参考）政令で定められた金額（令和３年度及び令和４年度）

ただし、上記の金額は扶養親族がいない方の金額です。

扶養親族がいる方の支給停止になる前年度所得額は、扶養親族の人数により
異なりますので、次ページの表にて確認してください。

前年度所得 支給停止

3,704,000円を超える場合 年金の２分の１停止

4,721,000円を超える場合 年金の全額停止

20歳前に初診日がある病気やケガで障害が残った場合、20歳になった時※1に障害

等級の１級または２級の障害状態にあれば障害基礎年金が支給されますが、20歳前障

害基礎年金には本人の所得制限があります。

前年所得を確認して所得制限に該当する場合は、12月に支給される年金（12月15日

が支給日）から支給額が変更されます。また、前年所得に基づく支給対象期間は、令和

３年度から「10月分～翌年9月分※2」に変わりました。

１．所得審査に基づく支給額の変更

※１：障害認定日が20歳以後の場合は、「障害認定日」時点の障害状態で審査します。
※２：令和２年度の前年所得に基づく支給対象期間は「８月分～翌年９月分」です。

令和元年度以前の前年所得に基づく支給対象期間は「８月分～翌年７月分」です。

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwij3rm3j93VAhWEgLwKHfh_C5UQjRwIBw&url=http://taxxreturn.com/category/%E3%83%95%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%81%AB%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%9F%E3%82%89/&psig=AFQjCNGfiPYcOUVektH6ehEiejsvb-AbIA&ust=1503019764330796
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所得の審査以外にも年金の支給が制限される場合※1があります。

①恩給や労災保険の年金等の政令で定められた給付※2を受けられる場合

⇒ ①の場合、障害基礎年金の一部または全部が支給停止になります。

②国内に住所を有しなくなった場合

③刑事施設等への拘禁、または少年院等に収容されている場合

⇒ ②、③の場合、年金の全額が支給停止になります。

（参考）扶養親族がいる方の前年度所得額

※ 所得税法に定める老人扶養親族等、特定扶養親族等がいるときは、その
人数に応じて所得制限限度額に加算されます。

扶養親族の人数 １人 ２人 ３人

所得制限
限度額

２分の１停止 4,084千円 4,464千円 4,844千円

全額停止 5,101千円 5,481千円 5,861千円

② 所得審査の結果

所得審査の結果については、12月の年金支給日（12月15日）までに「国民年金

障害基礎年金所得審査結果一覧」を市区町村宛てに送付（年金事務所を経由）します

ので、ご確認ください。

【新規請求①】
令和４年10月に20歳前障害基礎年金の遡及認定日請求

を行う場合、何年度の所得証明を提出すればよいですか？

～こんなときどうする？～

受給権発生年月日の翌月分以降が所得審査の対象となります。
例えば、令和元年10月に受給権が発生する場合は、令和元年度か

ら令和４年度の所得証明書の添付が必要ですが、情報連携で確認が
できる場合は省略可能です。

３．その他の制限

※１：上記①～③に該当した場合及び該当しなくなった場合は、届出が必要です。
※２：政令で定められた下記の法律等に基づく給付が対象になります。

・恩給法（特別傷病恩給、扶助料を除く）
・国会議員互助年金法、地方議会議員共済会
・労働者災害補償保険法
・国家公務員災害補償法、地方公務員災害補償法 等
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【新規請求②】
令和４年12月に20歳前障害基礎年金を、５年以上遡及

して認定日請求を行う場合、何年度の所得証明を提出すれば
よいですか？

～こんなときどうする？～

令和４年12月に障害基礎年金の請求書を受付した場合、情報連携
では５年分※しか所得情報が確認できないため、受給権発生後で取
得できる一番古い年度から所得証明書の添付が必要になります。
年金が受けられる期間で、市区町村で保存年度が経過したため所

得証明書が発行できない場合は、所得証明書が添付できない旨と、
年度ごとの所得額（または収入額）の両方を記載した「本人の申立
書」を添付してください。

【障害状態確認届】
障害基礎年金の受給権者ですが、平成30年７月31日が

障害状態確認届の提出期限で、平成30年８月分から一時差
止めされています。
障害基礎年金を受給するには、いつ時点の障害状態確認届

と所得証明書を提出すればよいですか？

障害状態確認届については、提出期限以降１年毎の期間について
添付が必要です。
また、所得証明については、平成30年度から令和４年度の所得証

明書が必要ですが、情報連携で確認できる場合は省略が可能です。
なお、情報連携で未申告であることが確認できた場合は、非課税

者として取り扱いますので、その年度の所得証明書は不要です。

（注）平成29年から情報提供ネットワークシステムを利用して所得情報の確認
ができるようになりましたが、照会できない年度（平成29年度以前）に
ついては所得証明書の添付が必要です。
現在、令和４年度から５年分（平成30年度まで）は省略が可能ですが、
平成29年以前の所得状況が確認できない場合は、所得証明書の添付が
必要になります。



市区町村 取り組み

久慈市
（岩手県）

 資格取得時に可搬型窓口装置にて保険料納付状況や異動状況の確認を
行い、納付勧奨や免除申請を案内することで、納付率向上に貢献。
（納付率80.3％）

 特別支援学校で生徒・保護者及び教員に障害年金説明会を毎年開催し
制度周知と将来の請求漏れを防止。また障害年金の請求に関する相談
については、相談者に適切な対応ができるよう病院と連携するなど、
相談体制の強化及び地域年金展開事業の推進に寄与。

文京区
（東京都）

 窓口の来訪者の保険料納付状況を必ず確認し、年金事務所と連携した
納付・免除勧奨を実施。

 国民健康保険窓口や福祉事務所とも連携し、国保手続の来訪者や生活
保護受給者についても漏れなく国民年金手続を案内するなど、納付率
向上に貢献。（納付率80.1％）

相模原市
（神奈川県）

 市・区役所だけでなく、市内14ヶ所のまちづくりセンターにおいても
国民年金の届書等を受付可能にするとともに、国民年金の窓口ブース
及び可搬型窓口装置を増設して、国民年金の加入・保険料に関する丁
寧な相談対応ができる体制を整備し、相談体制の強化及び納付率向上
に貢献。（対前年度比＋4.1ポイント）

西臼杵郡
高千穂町
（宮崎県）

 地元商工会及び年金事務所と調整・協力して、商工会の会員事業所に
対して、臨時特例免除制度の周知チラシや申請書を送付するなど、年
金事務所と連携・協力した取組を行った結果、納付率向上に貢献。
（納付率90.2％）

浦添市
（沖縄県）

 自治会長や町内会長、民生委員への制度説明会の開催を実現させるな
ど、機構の「沖縄プロジェクト」への積極的な協力により制度周知に
寄与するとともに、年金事務所と連携した納付・免除勧奨により、未
納者数を削減し、納付率向上に貢献。（対前年度比＋5.3ポイント）
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厚生労働省では、毎年度、国民年金事業に対する功績が特に顕著であって、他の模範

と認められる市区町村に対し、その功績を称え労苦に報いるとともに、国民年金事業の

発展に寄与することを目的として、市区町村国民年金事業功績厚生労働大臣表彰を行っ

ています。

しかしながら、今年度も新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から表彰式の開催

を中止したため、受賞された皆様に直接お祝いの言葉をお伝えすることが叶いませんで

した。今年度の被表彰者は、岩手県久慈市、東京都文京区、神奈川県相模原市、宮崎県

西臼杵郡高千穂町、沖縄県浦添市の５市町です。

受賞された市区町村のみなさま、おめでとうございます！

以下、表彰された市区町村の取り組みをご紹介いたします。

※令和２年度の取り組みに対する表彰。

年金局からの連絡

市 区 町 村 国 民 年 金 事 業 功 績
厚 生 労 働 大 臣 表 彰
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「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の電子データを、マイナポータルの

「お知らせ」で受け取れる電子送付サービスを開始しました。令和５年１月からは、

受け取った電子データを国税庁の提供するe-Tax等に取り込むことができ、簡単に確

定申告や年末調整ができます。

詳しくは、日本年金機構のホームページをご確認ください。

e-Taxでの確定申告等が簡単に利用できるように、
「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の電子送付サービスを

開始しました
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広報の広場
市区町村広報紙の原稿にご利用ください！

＜ ＞November2022 Vol.78



編集後記
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地域の独自情報

本号から新たに編集作業を担当することとなりました。編集作業はかねてから担当
してみたい作業のひとつでもあったため、このような機会に恵まれ、大変うれしく思
います。

これから皆様のご意見とご要望をいただきながら、様々な情報を分かりやすく提供
できるよう精進してまいりますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
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